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１．研究目的１．研究目的１．研究目的１．研究目的

一昨年夏以降、全国の鉄道トンネルでコンクリート

の剥落事故が相次いだ。その原因の一つとしてコール

ドジョイントの存在が注目された。既往のコールドジ

ョイントに関する研究では、性能評価として強度特性

に関する検討が多くなされているが、耐久性能に関す

る検討が少ない。本研究は、コールドジョイントの耐

久性能のうち耐凍害性の評価を行い、積雪寒冷地にお

ける土木構造物の維持補修技術の向上に寄与すること

を目的とする。

２．実験概要２．実験概要２．実験概要２．実験概要

２．１ 使用材料および配合

コールドジョイントは、築３０年程度のコンクリー

ト構造物で多く確認されていることから本実験で使用

した材料および配合は、約３０年前に施工されたトン

ネル覆工コンクリートを再現した 詳細を以下に示す。 。

表－１使用材料および配合（１ｍ 当たり）３

２．２ コールドジョイント再現供試体

供試体は、図－１に示すように縦打ちとし、鋼製型

枠を使用した。コンクリートは、強制練りミキサーに

より必要量全てを１バッチで練り混ぜた。１層目とし

てコンクリートを高さ まで打設し、その後残200mm

りを打設する際に作業を中断することでコールドジョ

イントを再現した。２層目の打設にあたっては、現場

での状況を再現するため１層目コンクリートの表面処

理を行わなかった。コンクリートの打設時間間隔は、

最大４時間として３０分から１時間間隔で設定した。

セメント 普通ポルトランドセメント

骨材 細骨材：川砂　　粗骨材：川砂利

混和剤 ＡＥ減水剤：リグニンスルホン酸塩

 ポリオール複合体

骨材最大寸法(mm) 25 細骨材量(kg) 690

水セメント比(%) 46.7 粗骨材量(kg) 1,156

単位セメント量(kg) 353 スランプ(cm) 13±1

単位水量(kg) 165 空気量(%) 5±1

細骨材率(%) 38 混和剤(cc) C×0.0025

圧縮強度 f'c=55.1N/mm2
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図－１ 供試体の形状・寸法

２．３ 凍結融解試験

凍結融解試験は 「コンクリートの凍結融解試験方、

法 （ ）に準拠し、水中凍結・水中融解方」 JSCE-G 501

式とし、外観、質量、相対動弾性係数および超音波伝

播速度を記録した。なお、超音波伝播速度測定にあた

っては、図－２のように発・受振子を配置し、対称法

および表面法により測定を行った。
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図－２ 超音波発受振子配置方法

３．実験結果及び考察３．実験結果及び考察３．実験結果及び考察３．実験結果及び考察

３．１ 相対動弾性係数の推移

凍結融解の繰り返しに伴う相対動弾性係数の推移を

図－３および図－４に示す。相対動弾性係数は、コー

ルドジョイントがあるものでは、２層目打設までの間

隔が長かったものほど少ないサイクルで低下し、いず

れも サイクル程度までに ％まで低下した。100 60

外観でも サイクル前後経過した時点でコールド100

ジョイント付近の表面剥離が急速に進行し、コールド
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ドジョイント自体またはこの上下数ｃｍ以内でクラッ

クが発生し破断する例が多かった。また、打設時間間

隔が３時間以内のものでは 破断に至らずそりが生じ、 、
．．

相対動弾性係数の測定ができなくなるものもあった。

供試体作製は、試験機の都合上２回に分けて行った

ため、打設時の温度条件が異なってしまった。図－３

で示す供試体群では、打設時室内温度は ℃であっ27

たのに対し、図－４の供試体群では ℃であった。23

このため、前者の方が打継時間間隔が同じ 時間で3.5

あっても相対動弾性係数が早期に低下している また。 、

前者では打設時間間隔 分程度のものでも相対動弾10

性係数が サイクル程度で ％以下に低下した。150 60

コンクリート打設が酷暑期であったものについては１

層目コンクリートの凝結および表面の乾燥が影響して

いるものと考えられる。

また、図－４に示す供試体群は、コンクリートが所

定の空気量を下回っていたことに起因すると思われる

が、凍害の影響が顕著であり、コールドジョイントを

設けなかったものであっても耐凍害性を損ねていた。

図－３ 凍結融解サイクル数と相対動弾性係数の関係

（打設時気温 ℃、空気量 ）27 5%

図－４ 凍結融解サイクル数と相対動弾性係数の関係

（打設時気温 ℃、空気量 ）23 3%

３．２ 超音波伝播速度の推移

凍結融解試験開始前の超音波伝播速度は、コールド

ジョイントの有無に関わらずほぼ一定の値が得られ

た。これにより、凍害を受ける前のコールドジョイン

ト部は、一体性が保たれているといえる。しかし、コ

ールドジョイントを含むものは、凍結融解の進行とと

もに超音波伝播速度が低下してゆき 対称法 図－２、 （ ，

Ａ－Ｂ間）による測定で 以下となった時点で3000m/s
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コールドジョイント付近より破断に至るものが多かっ

た。表面法（図－２、Ｃ－Ｄ、Ｄ－Ｅ間）による超音

波伝播速度の測定でも、凍結融解試験前ではコールド

ジョイントの有無を判別できるような明確な差が得ら

れなかったが、 サイクルを越えるとコールドジョ150

イント部の伝播速度は大きく低下した。この速度の低

下傾向は、供試体表面の状態に依存するものの相対動

弾性係数や対称法による超音波速度に近い。実構造物

においては相対動弾性係数の測定は、試料の採取が困

難なためほぼ不可能であるが、超音波伝播速度の測定

によってもほぼ同様の結果が得られることからコール

ドジョイント部の診断が可能と思われる。

図－５ 超音波伝播速度の推移（対称法）

図－６ 超音波伝播速度の推移（表面法）

４．結論４．結論４．結論４．結論

（１）コールドジョイント部の特性は、打設時の温度

に影響される。特に暑中コンクリートの条件ではコー

ルドジョイントの形成が起こりやすく、コールドジョ

イント部の耐凍害性は維持できない傾向にある。

（２）ＡＥ剤がまだ使用される以前の構造物あるいは

空気量が少ない構造物におけるコールドジョイント部

は、早い段階から凍害が進行する。

（３）コールドジョイント部は、施工直後は一体性を

保っているが、凍結融解の影響を受けるとこの付近の

劣化は顕著であり、凍結融解の影響の評価は超音波伝

播速度測定により可能であると思われるが、さらに実

験が必要であると考える。
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